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第一部【企業情報】 

第1【企業の概況】 

1【主要な経営指標等の推移】(5) 

2【事業の内容】(6) 

3【株式等の状況】(7) 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数(株) 

  

  

計  

②【発行済株式】 

種類 

中間会計期間末現在発

行数(株) 

( 年 月 日) 

提 出 日 現 在 発 行 数

(株) 

( 年 月 日) 

上場金融商品

取引所名又は

登録認可金融

商品取引業協

会名 

内容 

     

     

計   ― ― 

(2)【新株予約権等の状況】 



①【ストックオプション制度の内容】 

②【その他の新株予約権等の状況】 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 中間会計期間 

( 年 月 日から 年 月 日まで) 

当該中間会計期間に権利行使
された当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等の数 

 

当該中間会計期間の権利行使
に係る交付株式数 

 

当該中間会計期間の権利行使
に係る平均行使価額等 

 

当該中間会計期間の権利行使
に係る資金調達額 

 

当該中間会計期間の末日にお
ける権利行使された当該行使
価額修正条項付新株予約権付
社債券等の数の累計 

 

該中間会計期間の末日におけ
る当該行使価額修正条項付新
株予約権付社債券等に係る累
計の交付株式数 

 

当該中間会計期間の末日にお
ける当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等に係る
累計の平均行使価額等 

 

当該中間会計期間の末日にお
ける当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等に係る
累計の資金調達額 

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 

発 行 済 株

式 総 数 増

減数(株) 

発 行 済 株

式 総 数 残

高(株) 

資 本 金 増

減額(円) 

資 本 金 残

高(円) 

資 本 準 備

金 増 減 額

(円) 

資 本 準 備

金 残 高

(円) 

       

       

       

(5)【大株主の状況】                    年  月  日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数(株) 

発行済株式(自己株

式を除く。)の総数に

対する所有株式数の

割合(％) 



    

    

    

    

計 ―   

(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】                    年  月  日現在 

区分 株式数(株) 
議 決 権 の 数

(個) 
内容 

無議決権株式  ―  

議決権制限株式(自己株式等)  ―  

議決権制限株式(その他)    

完全議決権株式(自己株式等)  ―  

完全議決権株式(その他)    

単元未満株式  ―  

発行済株式総数  ― ― 

総株主の議決権 ―  ― 

②【自己株式等】                    年  月  日現在 

所有者の氏

名又は名称 
所有者の住所 

自己名義

所有株式

数(株) 

他人名義

所有株式

数(株) 

所有株式

数の合計

(株) 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％) 

      

計 ―     

4【役員の状況】(8) 

5【従業員の状況】(9) 

第2【事業の状況】 

1【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】(10) 

2【経営成績等の概要】(11) 

3【経営上の重要な契約等】(12) 

4【研究開発活動】(13) 

第3【設備の状況】 

1【主要な設備の状況】(14) 

2【設備の新設、除却等の計画】(15) 

第4【経理の状況】(16) 

1【中間財務諸表】(17) 

(1)【中間貸借対照表】 

(2)【中間損益計算書】 

(3)【中間株主資本等変動計算書】 

(4)【中間キャッシュ・フロー計算書】 



2【その他】(18) 

第5【提出会社の参考情報】(19) 

第二部【関係会社の情報】(20) 

第三部【提出会社の保証会社等の情報】 

第1【保証会社情報】 

1【保証の対象となっている社債】(21) 

2【継続開示会社たる保証会社に関する事項】(22) 

(1)【保証会社が提出した書類】 

①【有価証券報告書及びその添付書類又は四半期報告書若しくは半期報告書】 

 事業年度 第 期(自    年 月 日 至    年 月 日)    年

 月 日  財務(支)局長に提出 

②【臨時報告書】 

 ①の書類の提出後、本半期報告書提出日(   年 月 日)までに、臨時報告

書を   年 月 日に  財務(支)局長に提出 

③【訂正報告書】 

 訂正報告書(上記      の訂正報告書)を   年 月 日に  財務

(支)局長に提出 

(2)【上記書類を縦覧に供している場所】 

名称 

(所在地) 

3【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】(23) 

第2【保証会社以外の会社の情報】(24) 

1【当該会社の情報の開示を必要とする理由】 

2【継続開示会社たる当該会社に関する事項】 

3【継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項】 

第3【指数等の情報】(25) 

1【当該指数等の情報の開示を必要とする理由】 

2【当該指数等の推移】 

(記載上の注意) 

(1) 一般的事項 

a 以下の規定により記載が必要とされている事項に加えて、半期報告書の各記載項目

に関連した事項を追加して記載することができる。 

b 「第一部 企業情報」に係る記載上の注意は主として製造業について示したもので

あり、他の業種については、これに準じて記載すること。 

c 半期報告書に掲げる事項は図表による表示をすることができる。この場合、記載す

べき事項が図表により明瞭に示されるよう表示することとし、図表による表示によ

り投資者に誤解を生じさせることとならないよう注意しなければならない。 

d 提出会社が持分会社である場合における「第一部 企業情報」に掲げる事項は、(5)

から(19)までに準じて記載すること。 

(2) 会社名 



 提出者が指定法人である場合には、「会社」を「指定法人」に読み替えて記載するこ

と。 

(3) 削除 

(4) 縦覧に供する場所 

 第五号様式記載上の注意(4)に準じて記載すること。 

(5) 主要な経営指標等の推移 

a 提出会社の最近3中間会計期間及び最近2事業年度に係る次に掲げる主要な経営指

標等の推移について記載すること。 

(a) 売上高 

(b) 経常利益金額又は経常損失金額 

(c) 中間純利益金額又は中間純損失金額 

(d) 当期純利益金額又は当期純損失金額 

(e) 資本金 

(f) 発行済株式総数 

(g) 純資産額 

(h) 総資産額 

(i) 1株当たり純資産額(中間財務諸表等規則第36条の3第1項及び財務諸表等規則第

68条の4第1項の規定により注記しなければならない1株当たり純資産額をいう。) 

(j) 1株当たり中間純利益金額又は中間純損失金額(中間財務諸表等規則第52条の2

第1項の規定により注記しなければならない1株当たり中間純利益金額又は中間純

損失金額をいう。) 

(k) 1株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(財務諸表等規則第95条の5の2第

1項の規定により注記しなければならない1株当たり当期純利益金額又は当期純損

失金額をいう。) 

(l) 潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額(中間財務諸表等規則第53条第1項に

規定する潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額をいう。) 

(m) 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額(財務諸表等規則第95条の5の3第1項

に規定する潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額をいう。) 

(n) 1株当たり配当額(会社法第453条の規定に基づき支払われた剰余金の配当(同法

第454条第5項に規定する中間配当の金額を含む。)をいう。) 

(o) 自己資本比率(中間会計期間に係るものにあっては、中間会計期間に係る純資産

額から中間財務諸表等規則第36条の2の4において準用する財務諸表等規則第67条

の2の規定により掲記される株式引受権の金額及び中間財務諸表等規則第36条の2

の5において準用する財務諸表等規則第68条第1項の規定により掲記される新株予

約権の金額を控除した額を当該中間会計期間に係る総資産額で除した割合を、事

業年度に係るものにあっては、事業年度に係る純資産額から財務諸表等規則第67

条の2の規定により掲記される株式引受権の金額及び財務諸表等規則第68条第1項

の規定により掲記される新株予約権の金額を控除した額を当該事業年度に係る総

資産額で除した割合をいう。) 

(p) 営業活動によるキャッシュ・フロー 



(q) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

(r) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

(s) 現金及び現金同等物の中間期末残高又は期末残高 

(t) 従業員数 

b 「5 従業員の状況」において、提出会社における臨時従業員の平均雇用人員を記

載している場合には、a(t)に掲げる従業員数の記載に併せて、臨時従業員の平均雇

用人員を外書きとして記載すること。 

(6) 事業の内容 

 当中間会計期間において、提出会社において営まれている事業の内容について、重

要な変更があった場合には、その内容を記載すること。 

(7) 株式等の状況 

 第五号様式記載上の注意(16)から(22)までに準じて記載すること。 

(8) 役員の状況 

 第五号様式記載上の注意(23)に準じて記載すること。 

(9) 従業員の状況 

a 当中間会計期間の末日現在の従業員について、その数を記載すること。また、事業

部門別の従業員を記載すること。 

b 臨時従業員が相当数以上ある場合には、当中間会計期間におけるその平均雇用人員

を外書きで示すこと。ただし、当該臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満で

あるときは、記載を省略することができる。 

c 当中間会計期間において、従業員の人員に著しい増減があった場合にはその事情

を、労働組合との間に特記すべき事項等があった場合にはその旨を簡潔に記載する

こと。 

(10) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 

a 当中間会計期間において、提出会社が経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達

成状況を判断するための客観的な指標等を定めている場合における当該経営方針・

経営戦略等又は当該指標等について、既に提出した有価証券報告書に記載された内

容に比して重要な変更があったとき又は新たに経営方針・経営戦略等又は経営上の

目標の達成状況を判断するための客観的な指標等を定めた場合には、その内容及び

理由を記載すること。 

b 当中間会計期間において、提出会社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

について重要な変更があった場合又は新たに事業上及び財務上の対処すべき課題が

生じた場合には、その内容、対処方針等を具体的に記載すること。 

 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針(以下bにおい

て「基本方針」という。)を定めている会社において、当中間会計期間に当該基本方

針に重要な変更があった場合にはその内容を記載すること。また、当中間会計期間に

おいて、新たに基本方針を定めた場合には、会社法施行規則(平成18年法務省令第12

号)第118条第3号に掲げる事項を記載すること。 

c 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は当中間会計期間の末日現在にお

いて判断したものである旨を記載すること。 



(11) 経営成績等の概要 

a 当中間会計期間における経営成績及びキャッシュ・フローの状況について、前年同

期と比較して分析的に記載すること。 

b 当中間会計期間における生産、受注及び販売の実績について、前年同期と比較して、

セグメント情報に関連付けて記載すること。 

c 生産能力、主要な原材料価格、主要な製商品の仕入価格・販売価格等に著しい変化

があった場合、季節的変動が大きい場合、その他生産、受注、販売等に関して特記

すべき事項がある場合には、セグメント情報に関連付けてその内容について記載す

ること。 

d 主要な販売先がある場合には、当中間会計期間の前中間会計期間及び当中間会計期

間における相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合を記載

すること。ただし、当該割合が100分の10未満の相手先については記載を省略するこ

とができる。 

(12) 経営上の重要な契約等 

a 当中間会計期間において、事業の全部若しくは主要な部分の賃貸借又は経営の委

任、他人と事業上の損益全部を共通にする契約、技術援助契約その他の経営上の重

要な契約を締結した場合又はこれらの契約に重要な変更若しくは解約があった場合

には、その内容を記載すること。 

b 当中間会計期間において、吸収合併又は新設合併が行われることが、業務執行を決

定する機関により決定された場合には、重要性の乏しいものを除き、吸収合併又は

新設合併の目的、条件、引継資産・負債の状況、吸収合併消滅会社となる会社又は

新設合併消滅会社となる会社の株式1株又は持分に割り当てられる吸収合併存続会

社となる会社又は新設合併設立会社となる会社の株式の数その他の財産(吸収合併

存続会社となる会社以外の会社の株式等が割り当てられる場合を含む。)及びその算

定根拠並びに当該吸収合併又は新設合併の後の吸収合併存続会社となる会社(吸収

合併消滅会社となる会社の株式1株又は持分に割り当てられる財産が吸収合併存続

会社となる会社が発行する有価証券以外の有価証券である場合には、当該有価証券

の発行者を含む。)又は新設合併設立会社となる会社の資本金・事業の内容等につい

て記載すること。 

c 当中間会計期間において、重要な事業の全部若しくは一部の譲渡又は重要な事業の

全部若しくは一部の譲受けが行われることが、業務執行を決定する機関により決定

された場合には、その概要について記載すること。 

d 当中間会計期間において、株式交換、株式移転又は株式交付が行われることが、業

務執行を決定する機関により決定された場合には、重要性の乏しいものを除き、株

式交換、株式移転又は株式交付の目的、条件、株式交換完全子会社となる会社、株

式移転完全子会社となる会社又は株式交付子会社となる会社(以下dにおいて「株式

交換完全子会社等」という。)の株式1株に割り当てられる株式交換完全親会社とな

る会社、株式移転設立完全親会社となる会社又は株式交付親会社となる会社(以下d

において「株式交換完全親会社等」という。)の株式の数その他の財産(株式交換完

全親会社等となる会社以外の会社の株式等が割り当てられる場合を含む。)及びその



算定根拠並びに当該株式交換、株式移転及び株式交付の後の株式交換完全親会社等

となる会社(株式交換完全子会社等となる会社の株式1株又は持分に割り当てられる

財産が株式交換完全親会社等となる会社が発行する有価証券以外の有価証券である

場合には、当該有価証券の発行者を含む。)の資本金・事業の内容等について記載す

ること。 

e 当中間会計期間において、吸収分割又は新設分割が行われることが、業務執行を決

定する機関により決定された場合には、重要性の乏しいものを除き、吸収分割又は

新設分割の目的、条件、承継する資産・負債又は承継させる資産・負債の状況、吸

収分割会社となる会社又は新設分割会社となる会社に割り当てられる吸収分割承継

会社となる会社又は新設分割設立会社となる会社の株式の数その他の財産(吸収分

割承継会社となる会社以外の会社の株式等が割り当てられる場合を含む。)及びその

算定根拠並びに当該吸収分割又は新設分割の後の吸収分割承継会社となる会社又は

新設分割設立会社となる会社(吸収分割会社に割り当てられる財産が吸収分割承継

会社となる会社が発行する有価証券以外の有価証券である場合には、当該有価証券

の発行者を含む。)の資本金・事業の内容等について記載すること。 

(13) 研究開発活動 

 当中間会計期間における研究開発活動の状況(例えば、研究の目的、主要課題、研究

成果、研究体制等)及び研究開発費の金額を、事業の種類別セグメントに関連付けて概

括的に記載すること。 

(14) 主要な設備の状況 

a 当中間会計期間における主要な設備(賃借しているものを含む。)について重要な異

動があった場合には、事業所名、所在地、設備の内容、関連する事業部門等設備の

種類別の帳簿価額(土地については、その面積も示す。)及び従業員数を記載するこ

と。 

b 当中間会計期間において、主要な設備のうちに生産能力に重要な影響を及ぼすよう

な機械装置等の休止があった場合には、その内容を記載すること。 

(15) 設備の新設、除却等の計画 

a 前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却

等について、当中間会計期間に重要な変更があった場合には、変更の内容を記載す

ること。 

b 前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却

等のうち、当中間会計期間において完了したものがあるときは、その旨及び完了年

月を記載すること。なお、「主要な設備の状況」の項で記載しても差し支えない。 

c 当中間会計期間において、新たに重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の

計画が確定した場合には、その内容(例えば、事業所名、所在地、事業の内容、設備

の内容、関連する事業の部門等、投資予定金額(総額及び既支払額)、資金調達方法(増

資資金、社債発行資金、自己資金、借入金等の別をいう。)、着手及び完了予定年月、

完成後における増加能力等)を記載すること。 

(16) 経理の状況 

a 財務諸表等規則別記に掲げる事業を営む会社が、特別の法令若しくは準則の定める



ところにより又はこれに準じて中間財務諸表を作成している場合には、その旨を記

載すること。 

b 中間財務諸表について公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、

その旨及び公認会計士の氏名又は監査法人の名称を記載すること。なお、当中間会

計期間において、公認会計士又は監査法人が交代した場合には、その旨を記載する

こと。 

(17) 中間財務諸表 

 第五号様式記載上の注意(31)から(35)までに準じて記載すること。 

(18) その他 

 第五号様式記載上の注意(36)に準じて記載すること。 

(19) 提出会社の参考情報 

 第五号様式記載上の注意(37)に準じて記載すること。 

(20) 関係会社の情報 

a 当中間会計期間において、提出会社の関係会社(重要性の乏しい関係会社を除く。

以下(20)において同じ。)に異動があった場合には、その内容を記載すること。 

 また、新たに提出会社の関係会社となった会社等については、当該関係会社の名称、

住所、資本金又は出資金、主要な事業の内容、議決権に対する提出会社の所有割合及

び提出会社と関係会社との関係内容(例えば、役員の兼任等、資金援助、営業上の取

引、設備の賃貸借、業務提携等の関係内容をいう。)について記載すること。 

b 住所の記載に当たっては、市町村(第21条第2項に規定する市町村をいう。)までを

記載しても差し支えない。また、主要な事業の内容については、事業の種類別セグ

メントの名称を記載することで差し支えない。 

c 議決権に対する提出会社の所有割合については、提出会社の他の子会社による間接

所有の議決権がある場合には、当該関係会社の議決権の総数に対する提出会社及び

当該他の子会社が所有する当該関係会社の議決権の合計の割合を記載するととも

に、間接所有の議決権の合計の割合を内書きとして記載すること。 

d 自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係にあることにより自己

の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者及び自己の意思と同一の内

容の議決権を行使することに同意している者が存在することにより、新たに子会社

又は関連会社として判定された会社等がある場合には、これらの者が所有する議決

権の割合を併せて記載すること。 

e 新たに関係会社となった会社等が親会社又はその他の関係会社である場合には、提

出会社の議決権に対する当該親会社又はその他の関係会社の所有割合を記載するこ

と。 

f 新たに関係会社となった会社等について、次に掲げる事項を記載すること。 

(a) 特定子会社に該当する関係会社があるときは、その旨 

(b) 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している関係会社があるときは、そ

の旨 

(c) 重要な債務超過の状況にある関係会社があるときは、その旨及び債務超過の金

額 



(21) 保証の対象となっている社債(短期社債等を除く。) 

 第五号様式記載上の注意(38)に準じて記載すること。 

(22) 継続開示会社たる保証会社に関する事項 

 第五号様式記載上の注意(39)に準じて記載すること。 

(23) 継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項 

 第五号様式記載上の注意(40)に準じて記載すること。この場合において、第五号様

式記載上の注意(40)b中「第5 経理の状況」とあるのは「第4 経理の状況」と読み替

えるものとする。 

(24) 保証会社以外の会社の情報 

 第五号様式記載上の注意(41)に準じて記載すること。 

(25) 指数等の情報 

 第五号様式記載上の注意(42)に準じて記載すること。 

(26) 読替え 

a 提出者が、社会医療法人債券の発行者である場合には、本様式中「本店の所在の場

所」とあるのは「主たる事務所の所在地」と、「社債」とあるのは「社会医療法人債」

と、「企業」とあるのは「法人」と、「会社」とあるのは「法人」と読み替えて記載

すること。 

b 提出者が、学校法人等である場合には、本様式中「本店の所在の場所」とあるのは

「主たる事務所の所在地」と、「社債」とあるのは「学校法人等に対する金銭債権」

と、「企業」とあるのは「学校法人等」と、「会社」とあるのは「学校法人等」と読

み替えて記載すること。 

(27) 社会医療法人債券の特例 

 提出者が、社会医療法人債券の発行者である場合には、「第一部 企業情報」の「第

2 事業の状況」の「2 経営成績等の概要」の項目については、第二号様式記載上の

注意(88)に準じて記載すること。なお、第二号様式記載上の注意(88)中「最近事業年

度」とあるのは「最近中間会計期間」と読み替えて記載すること。 

(28) 学校法人等の特例 

 提出者が、学校法人等である場合には、「第一部 企業情報」の「第2 事業の状況」

の「2 経営成績等の概要」の項目については、第二号様式記載上の注意(89)に準じて

記載すること。なお、第二号様式記載上の注意(89)中「最近事業年度」とあるのは「最

近中間会計期間」と読み替えて記載すること。 


